
4 在宅医療に関する地域住民への普及啓発 

○背景・目的 

 在宅での療養やそれを支える訪問診療や訪問看護の役割について、また自宅で人工呼吸器の
装着や点滴による治療が可能なことを知らない一般市民も多い。 

○内容 

 ・ 在宅医療やそれに従事する職種の機能や役割を広く地域住民に紹介し、地域に浸透させる
ためのフォーラムや講演会等の開催やパンフレットの発行を通して、在宅医療の普及を図る。 
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「暮らしの保健室」での在宅連携拠点事業の展開とその方向性 

セミナー「牛込地区在宅患者を考える会」 

 

 「暮らしの保健室」勉強会 

シンポジウム新宿区区民向け 
在宅での看取りを事例としたパネルディスカッション 
看取りを経験しご家族がパネラーとして参加 

在宅での課題をテーマとして、医療、看護の現場従事
者を対象とした、勉強会 

持ち込まれた困難事例などを地域の課題として、医療
関係者、介護関係者等、多職種間での共有と、地域連
携教育として実施 

「暮らしの保健室」での活動 

ボランティアによる入りやすい場所の提供 

保健師、看護師、薬剤師、管理栄養士による、健康相
談、介護相談、よろず相談（電話での対応も多数） 

一般居住者向けの講座の開催 
「熱中症・脱水予防講座」の実施 

情報発信によるメディ
ア、世論への展開 

新宿区の地域ボラン
ティア活動への参加、
協力関係の拡大 

行政機関での政策へ
展開への議論 

困難事例の共有を通し
て、各種機関間の認識
のずれの確認をし、解
決方策への糸口をつ
かむ地域連携促進へ。
顔の見える連携。 

利用者の使い勝手の
良さから出る相談事に
対する速やかな対応
→各機関での負荷の
低減 

安心感の提供・介護予
防的効果 

「暮らしの保健室」の場所性 
多職種の出入りによる情報拠点化 
安心の拠りどころ、スタッフの出入り 

生活者 

新宿区 

看護師 
訪問看護 

病院医師 開業医 

社協 

地域包括支援
センター 

介護サービス  
事業者 

民生委員 

白十字訪問看護ステーション・ケアーズ／暮らしの保健室事務局作成 

医療関係者 

2011年7月1日「暮らしの保健室」開設 
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地域の医療・介護状況を熟知した 
相談員が担当いたします 

誰に聞けばいいか分からない 

困りごとはありませんか？ 

地域にお住まいの方々の暮らしや健康、 
医療、介護のご相談をお受けします。 

健康や地域医療、介護に関する勉強会を開催します 

志村大宮病院 
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在宅医療連携拠点施設 

 保健・医療・福祉サービスの拠点施設 

 

保健センターや福祉事務所等行政機能 社会
福祉協議会や医師会などを集約 

 

⇒ 結とぴあ 

  「在宅医療相談支援センター」を設置 

大野市 
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各種検診 

健康づくり 

保
健
・医
療
・福
祉
サ
ー
ビ
ス
拠
点
機
能
が
加
わ
り
ま
す
。 

 

平成２４年４月オープン予定 

子育て支援 

障害者 

生活支援 

 

高齢者福祉 

介護支援 

 

ゆ 
い 

31 



5 在宅医療に従事する人材育成 

○背景・目的 

 在宅医療においては、医師・歯科医師・薬剤師・看護職員・ケアマネジャー等の多職種が各々の
専門知識を生かし、積極的な意見交換や情報共有を通じて、チームとして患者・家族の質の高い
生活を支えていく必要がある。 

○内容 

・ 連携拠点のスタッフは、都道府県リーダーとして、在宅医療に関わる人材の育成に積極的に関与する 

 こと。 

・このため、国立長寿医療研究センターが開催する都道府県リーダー研修や都道府県が開催する地域 

 リーダー研修に積極的に参加することが求められる。 

 

  ＊都道府県リーダー研修 

   各都道府県で中心的な役割を担う者に対し、国立長寿医療研究センターが在宅チーム医療について
の研修を行った後、それぞれの都道府県内で地域リーダー研修の指導者としての役割を担ってもらう。 

 

  ＊地域リーダー研修 

   市町村単位で研修に参加する医師・歯科医師・薬剤師・看護職員・ケアマネジャー等の在宅医療従事
者に対して、都道府県リーダーが多職種協働による在宅チーム医療についての研修を行う。修了後、
地域リーダーはそれぞれの市町村内で、地域の在宅医療従事者に対する研修を展開する。 
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医師 
看護師 

薬剤師 
歯科 
医師 ケアマ

ネ ＭＳＷ 

医師 
看護師 

薬剤師 
歯科 
医師 ケアマ

ネ ＭＳＷ 

医師 
看護師 

薬剤師 
歯科 
医師 ケアマ

ネ ＭＳＷ 

地域のリーダー 

市区町村単位で
リーダーを養成 

地域のリーダー 

都道府県リーダー研修 
都道府県の行政担当者、在宅療養

支援診療所連絡会等 

■都道府県リーダー研修 

 ○ 国立長寿医療研究センターが、各都道府県で中心的な役割を担う人
（都道府県の行政担当者、都道府県医師会、在宅医療連携拠点）に
対して、リーダー講習を行うための研修を実施 

■地域リーダー研修（国が、47都道府県に委託して実施） 
 ○各都道府県リーダーは、各都道府県で約150人の地域リーダーを  
      養成（各都道府県の実態に応じた方法で実施）   

   －プログラム策定方法に関する研修 
   －教育展開の手法に関する研修     

■地域リーダーによる地域の多職種に対する研修 
  
○地域指導者は、各地域の実情や教育ニーズに合ったプログラム   
   を策定   
○策定されたプログラムに沿って、市町村の多職種を 
    対象に研修を実施 

■本事業の目的 
  ○在宅医療においては、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、ケアマネジャー、介護士などの医療福祉従事者がお互いの 
   専門的な知識を活かしながらチームとなって患者・家族をサポートしていく体制を構築することが重要である 
  ○国が、都道府県リーダーに対して、在宅医療を担う多職種がチームとして協働するための講習を行う（都道府県リーダー 
   研修） 
  ○都道府県リーダーが、地域リーダーに対して、各地域の実情やニーズにあった研修プログラムの策定を念頭に置いた講 
   習を行う（地域リーダー研修） 
  ○地域リーダーは、各地域の実情や教育ニーズに合ったプログラムを策定し、それに沿って各市区町村で地域の多職種へ 
   の研修を行う。これらを通して、患者が何処にいても医療と介護が連携したサポートを受けることができる体制構築を目指す 

 【24年度要望枠 ：３１３百万円】 

  ※ＷＨＯ（世界保健機関）は、「多職種協働のためには、多職種の研修が重要である。」と推奨している。（２００２年） 

２４年度はここまで 

在宅チーム医療を担う人材育成 
  ■多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業 

24年度予算  １０９百万円 

○都道府県の役割 
 ・ 都道府県リーダーのコーディネート 
 ・ 都道府県リーダー研修への参加 
 ・ 地域リーダー研修の実施 
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研修会・意見交換会の開催と既存の会への参加 

開催日時 会種別 テーマ 参加数 

H23.10.05 研修会 ココがポイント！現場の感染症対策 125名 

H23.11.11 研修会 スムーズな退院に向けた医療・介護の連携について 54名 

H23.12.08 研修会 スムーズな退院に向けた医療・介護の連携について 28名 

H24.01.24 意見交換会 行政担当者・施設管理者との意見交換会 35名 

H24.02.03 研修会 褥瘡の知識と現状について、褥瘡予防とスキンケア  123名 

主催した研修会・意見交換会 

参加した既存の学習会 

地域のニーズに応えた学習会の開催と、イベントコーディネーター役を目指す。 
・ほたるとして在宅医療の現場に近い学習会を継続して開催していく。 
・既存の会への参加を継続するとともに、運営支援・共催といった体制を強化する。 
・地域全体の医療介護系のイベントコーディネーター役を担う。 
・在宅医が中心の「南庄内在宅医療を考える会」の事務局機能を担い、24時間体制の構築を支援する。 

開催日時 参加形態 会名 参加数 

H23.05.30 参加 南庄内在宅医療を考える会 24名 

H23.06.10 参加 つるやくネットワーク学習会 19名 

H23.07.12 参加 南庄内地域連携パス講演会 72名 

H23.07.13 支援 庄内地域医療連携の会 98名 

H23.07.14 支援 南庄内栄養と食の連携を考える会 74名 

H23.07.15 参加 庄内地域医療連携の会／退院・転院調整看護師の会 29名 

H23.08.04 共催 医療と介護の連携研修会 136名 

H23.08.29 支援 南庄内在宅医療を考える会 165名 

H23.10.09 参加 鶴岡市民健康のつどい 200名 

H23.10.27 共催 庄内PJ地域連携WG ふらっと会 89名 

H23.11.18 共催 医療と介護の連携研修会 122名 

H23.12.15 共催 南庄内在宅医療を考える会 27名 

H24.02.08 参加 荘内病院褥瘡ケアにおける地域連携を考えるシンポジウム 130名 

 研修会の開催を通して、在宅医
療の現場に近い研修会の継続開
催を望む声が多く聞かれた。 
 
 地域内の講師を迎えることにより
人と人の繋がりや信頼関係を構築
できることがわかった。 
 
 既存の会には、ほたるとして参
加することはもちろんだが、可能な
場合は運営の支援や共催を提案
した。 
 
 地域内の多くの会が、それぞれ
に企画を行う体制のため、毎日学
習会が開催される週があった。地
域全体のコーディネートが必要。 

山形県鶴岡市 鶴岡地区医師会 
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•   

地域包括支援センターＡ 

（参考１）     地域包括ケア体制について（イメージ） 

【「地域ケア会議」の構成例】 
  市町村、ケアマネジャー、 

  医師、医療関係者 
  介護サービス事業者 
  家族 

人口１０万人の市のイメージ 

保健師 社会福祉士 
主任ケアマ
ネジャー 

地域包括支援センターＤ 

地域包括支援センターＣ 

地域包括支援センターＢ 

診療所 

薬局 

病院 

医師会 

歯科診療
所 

訪問看護ステーション 

日常生活圏域Ａ 

日常生活圏域Ｂ 

日常生活圏域Ｃ 

日常生活圏域Ｄ 

在宅医療連携拠点 
 
・多職種連携の課題に対する解決策の抽出 
・在宅医療に関する連携スキームの構築 
・一人開業医の２４時間体制のサポート 
 （輪番当番制 等） 
・地区医師会との連絡調整 
・コーディネーターの配置 
・普及啓発 
・人材育成 
 
 

 

医師会の協力体制づくりや 
医師の参加等 

※ 地域包括支援センター及び在宅医療連携拠点の連携は、地域の実情により柔軟に行う。 

地域の連携上の課題解決のため 

の会議の参加、人材育成（ケアマネへ
の参加周知）等 
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市町村 
 

（参考２）  地域包括ケア体制について  （平成２４年度予算） 

地域包括支援センター（4,065か所） 

「地域ケア会議」の設置・運営 

24’予算 約４８６億円 
※包括的支援事業及び任意事業の国庫補助額 

地域ケア多職種 
協働推進等事業 

（老健局） 

  24‘予算  約８．２億円 

○地域包括ケア推進指導 
 者の養成 
○「地域ケア会議」の 
  運営指導 
○専門職の派遣 
 ・ＯＴ、ＰＴ、管理栄養士、 
  弁護士等 

○ワンストップ相談支援 
  事業 
○家族介護者支援 

在宅医療連携 
拠点事業 
（医政局） 

  24‘予算 約２１億円 

○多職種連携の課題に対  
 する解決策の抽出 
 ・在宅医療に関する連携スキ 
  ームの構築 

○在宅医療従事者の負担 
 軽減の支援 
 ・一人開業医の２４時間体制 
  のサポート（輪番当番制） 

○効率的な医療提供のため  
 の多職種連携 
 ・コーディネーターの配置 
 ・地区医師会との連絡調整 

○普及啓発 
○人材育成 

人材育成や 
後方支援 

医師会の協力 
体制づくりや 
医師の参加等 

保健師 社会福祉士 
主任 

ケアマネジャー 

＜実施箇所数＞ 
  申請のあった 
  都道府県・市町村 

【趣 旨】 
医療・介護従事者、行政機関、家族等の支援関係者や対象
者が一堂に会し、個々の利用者について、アセスメント結
果を活用したケア方針の検討・決定等を行う。 
 
（構成員の例） 
    市町村、ケアマネジャー、 
    医師、医療関係者、 
    介護サービス事業者、 
    家族  
 

利用者 ケアマネ 医師等 

＜実施箇所数＞ 
 ９６箇所 
  ※モデル事業 

＜実施主体＞ 
都道府県 
市町村 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

＜実施主体＞ 
都道府県、市町村、医
療機関、訪問看護事業
所、医師会等職能団体
等 

 
 
 
 ※ 地域包括支援センター及び在宅医療連携拠点の連携については、地域の実情により柔軟に行うこととする。 

介護事業者 
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